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1．序　論

1.1　問題意識
現代は，標準化全盛の時代である。標準を形

成する標準化は，科学技術振興のために欠かせ
ない政策上の課題である。平成 7 年に制定され
た「科学技術基本法」に基づき，日本政府は「科
学技術基本計画」を 5 年毎に策定し，科学技術
政策を実行する。標準化への積極的対応を掲げ
た第 2 期，第 3 期を経て，第 4 期の計画が策定
された平成23年は，「オープンイノベーション」
が大きな潮流という認識がなされた。

第 5 期の計画策定に向けて議論が進められる
中，平成 27 年 6 月に閣議決定された「科学技
術イノベーション総合戦略 2015」では，民間

企業は，自社の保有する資源・技術のみを用い
て研究開発等を行う自前主義を脱却し，「戦略
的に組織外の知識や技術を積極的に取り込む
オープンイノベーションが，イノベーションの
戦略的な展開に欠かせない 1）」と記された。

Chesbrough（2003）が『オープンイノベー
ション 2）』を著し，Langlois（2003）が「消え
ゆく手」仮説を提示し，中馬（2004）が「サイ
エンス型産業が直面する複雑性と組織限界」を
論じて以降，既に 10 年が経過した。自前主義，
内部組織化，即ち大規模化は劣位である，との
見解は，優れて先見性があった。しかし，今日
もなお連呼される状況に，半導体産業に携わ
り，国内半導体企業の低迷を経験した筆者の問
題意識がある。
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現在，彼等が事例とした半導体産業におい
て，1 兆円を超える大規模な買収計画が連続的
に進行している。2015 年 3 月，NXP Semicon-
ductors は，Freescale Semiconductor を 118
億米ドルで買収を発表，5 月は Avago Tech-
nologies が Broadcom を 370 億米ドルで買収
に合意，翌 6 月は intel が Altera を約 167 億
米ドルで買収に合意，いずれも各国の審査を
待っている。さらに 7 月は，中国の紫光集団が
Micron を 230 億米ドルで買収の提案を非公式
に進めている，と報じられた。実現すれば，中
国で最大規模の海外買収となり，国家間の摩擦
が懸念される。

また，半導体製造装置業界では，中馬（2004）
が事例とした，アウトソーシングを活用する
ASML が Cymer を 19.5 億ユーロで買収，2013
年 5 月に各国の承認を得て垂直統合が実現し
た。2013 年 9 月，半導体製造装置の国内首位
で世界 3 位の東京エレクトロン株式会社と世界
首位の米国アプライド・マテリアルズ社は，株
式対価による経営統合の契約を締結したことを
発表した。しかし，2015 年 4 月，米国司法省
は競争法に基づいて，統合を認めない判断を下
し，両社の契約は，解消を余儀なくされた。

ここで半導体産業に限定せずに，世界市場
の M&A（Global merger and acquisitions）の
推 移 に 言 及 す る。Zephyr（BUREAU VAN 
DIJK）のデータベース 3）を参照すると，2009
年から 2014 年の間，M&A の件数と総額は，
直近の二年間で急増の傾向を確認できる。以上
の現象は，危惧すべきことに，従来のオープン
イノベーションとは異なる潮流ではないか。組
織外の知識と技術を取り込む目的で，資本結合
という方法が選好されるとすれば，従来の理論
的枠組みの再考が求められよう。

1.2　研究の目的
近代資本主義の下で営利企業の大規模化を考

察する際，20 世紀初頭の米国を振り返ること
は意味がある。当時，米国資本主義は，独占全

盛の時代を迎えていた。標準化は，米国におい
て政策上の喫緊の課題であり，1901 年に国立
標準局が設立された。同年，巨大独占企業の
US スチール社が誕生した。

本研究は，標準化の進展と企業の大規模
化，並びに大企業に支配される社会を論じた
Veblen（1904）の『企業の理論』に遡る。彼
は，標準化が営利企業の大規模化を可能足らし
め，「産業の将帥」を助けると見た。1 世紀後，
同じく標準化を鍵概念としながら，Langlois

（2003）は，Veblen とは対照的な帰結を導いた。
彼は，20 世紀末の標準化という技術変化によっ
て，モジュール化が進展したと論じた。その結
果，ヒエラルキーを通じた経営コーディネー
ションと比較して市場コーディネーションのコ
ストが低下したために，企業の垂直分解，特化
の進展，即ち分権化が，現在の支配的傾向，と
主張した。

本稿は，標準化の進展を背景とした両者の比
較研究が不十分と指摘し，その出発点に立つ試
論である。およそ 1 世紀を隔てた米国経済学者
の「企業の理論」のコントラストを素描するこ
とで，標準化が分権化を促すという理想的，か
つ楽観的な潮流に問題を提起することが筆者の
目的である。

Veblen の『企業の理論』は，経済学文献の
範疇である。筆者は，20 世紀後半に興隆した

「標準化の経済学」に言及するとともに，その
源流に Veblen を据える。標準化と営利企業が
宗教，政治，学校，新聞，人々の思考習慣まで
に影響を与えると観た彼の思想的体系は，時の
試練を耐えている。他方，分権化の進展に米国
黎明期の商人の復権を観た Langlois の見解も
また非凡であった。

現在の標準は，事実上の標準，公的標準，コ
ンソーシアム標準などに分類される反面，科学
技術の進展，グローバル化の加速と連動して，
標準の境界は曖昧となり，標準化のプロセス
は，一層に複雑化の様相を呈している。従って，
Veblen と Langlois が論じた標準化の意義を改
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めて再考することが，現代の営利企業の動態を
理解する一助になる，と筆者は考える。

最後に，アメリカ合衆国国勢調査局が公開す
る二次データを整理し，1977 年から 2012 年ま
での企業のダイナミクスを確認する。Dosi ら

（2008）は，先進国の「科学」に基礎を置く企
業の規模に関する実証的研究から「消えゆく
手」仮説の反証を試みた。本研究は，標準化の
影響は，大規模化と分権化の双方向に及ぶとい
う認識の下，企業の対象を絞らず，さらに長期
間の米国企業全体の傾向を概観する。

2．標準化とVeblen の『企業の理論』

2.1　標準化の経済学の萌芽
元来，標準化の歴史は，人類の歴史とともに

ある。Crease（2011）が記述した計測の歴史
によれば，中国の標準化の起源は，始皇帝の時
代（紀元前 259 年～ 210 年）から遥かに古く，
紀元前数千年前の新石器時代に遡ることができ
る。当時の出土品からヒスイで作られた祭祀用
の道具が実に正確で，体系的な計測が行われて
いたことが判明している 4）。度量衡は「国家機
構を維持する必要性と正しい秩序を定め，維持
することへの古代中国人たちの情熱とが結びつ
いて生まれた 5）」とある。現在は，脈々と受け
継がれる標準化の延長線上にある。

英語の Standard は，元々軍事用語で国旗を
意味し，12 世紀頃の文献に現れる。シェイク
スピアの戯曲にも登場するこの言葉は，時とと
もに現代的な「基準」や「規範」を示すものへ
と派生した。アダム・スミスは，『国富論』で
硬貨の歴史に言及する際，価値の尺度として最
初に使われた一つの金属が「標準 6）」と説明し
た。

一方，「標準化」を意味する Standardization
の登場は遅い。Oxford English Dictionary 2nd 
Edition に従えば，19 世紀後半とある。当時の
標準化をめぐる欧米列強の動向は，橋本（2002）
に詳しい。仏が先行し，独英米が追う形で度
量衡の標準を定める機関が誕生する。拡散する

標準化の運動と国際的緊張の高まりを背景に
Veblen（1904）の『企業の理論』が出版された。
日露戦争が勃発した年である。

Veblen は「現代は，機械過程の時代である」，
同様に「現代は，企業の時代である」と断じた。
これらの洞察は，一世紀を経た今日も色褪せて
いない。Veblen は，機械過程の範囲を機械制
産業のみならず，化学，農業，畜産を含む広範
な産業を対象として，その一般的特徴に，企業
者の調整と「標準化」の二点を挙げた 7）。

ソースタイン・ブンデ・ヴェブレン（Thorstein 
Bunde Veblen, 1857-1929）は，米国制度派経
済学の始祖と知られ，今日も顧みられる経済学
者の一人である。Hodgson（1988）は，進化論
的経済学の観点から Veblen の制度主義の復権
を試みた。わが国では，90 年代後半に，佐々
木（1998）が，「高度情報化社会の…景気循環
の解明にも，きわめて示唆に富んでいる 8）」と
理論的価値と現代的意義を高く評価した。宇
沢（2000a）の『社会的共通資本』の体系は，
Veblen の影響を受けている。近年では，稲上

（2013）が膨大な文献を基に Veblen 研究の古
典である Dorfman（1934）の解釈を見直し，
新たな Veblen 像を提示した。

しかし，Veblen 研究の進展にも関わらず，
彼が「標準化の経済学」の創始者として正統
に扱われることは驚くほどに稀である 9）。そ
の学問が，経済学領域では比較的新しい分野
であることが，一因であるかもしれない。標
準化の経済学で頻繁に引用される先駆的研究
は，Hemenway（1975），David（1985, 1987），
Arthur（1989）らが中心であろうか。20 世紀
後半，ICT 社会の到来を前に再燃した標準化
の活発な議論を経て，当分野での Veblen は，
次第に過去の人になりつつある。

2.2　標準化の経済学の進展
Swann（2000）は，英国政府に向けた報告書

において，標準化に関連する 400 を超える主
要文献を整理した。彼によれば，1985 年以降
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に標準化の経済学文献が増えてきたことにな
る。ここで，Langlois=Robertson（1992）が引
用 10）されたにも関わらず，古典であるが故か，
Veblen の『企業の理論』が抜け落ちた点を指
摘したい 11）。

但し，経済学のみならず，法学，戦略論，経
営学，政治学，工学，社会学など広範な文献を
精査した彼の研究は，新宅・江藤（2008）らが
引用したように，十分な価値がある。本稿は，

「標準・標準化」を便宜上，Swann（2000）の
概念に従う。彼は，David（1987）の標準の分
類に依拠しながら，これまでの標準化をテーマ
とした多岐にわたる議論を踏まえ，標準の目的
と正と負の効果をまとめた。表 1 に要諦を抜粋
する。

標準は，正と負の表裏一体の効果を持つ両義
的な性格を有する。かつて，David（1990）が
標準の生成過程を de facto（事実上）と de jure

（公的）で分類した時代から科学技術とグロー
バル化は大幅に進展した。これらの変化は，標
準の正の効果と負の効果の測定が困難となる社
会，故に学際的研究が求められる背景を示唆し
よう。

10 年後，Swann（2010）は「標準化の経済
学のアップデート」と題して，今世紀の 10 年
間で展開された議論と今後の課題を再び整理し
た。実証的研究が蓄積し，標準化の正の効果，
イノベーションとの関連を積極的に論じる文献
が増加した。新しい参考文献は，追加で 1,500
以上 12），とある。しかし，標準化の経済効果
のモデル 13）を参照すれば，標準化の目的とそ
の効果はさらに複雑化し，安易な一般化を許さ

ない。彼が Big Issue14）とした 21 世紀の解決す
べき課題の一つに Waste を挙げたことは，よ
り印象的である。

Swann 自身が E-Waste15）を例に論じたよう
に，標準化の経済学の伝統は，David（1985）
をはじめ，正の効果にも増して，負の効果に焦
点を当てる。その際は，Veblen の思想こそが
その系譜の源流として言及されるべき，が筆者
の論点である。彼の『企業の理論』の意義を時
代に即して再考することに普遍的価値があると
筆者は主張し，次項に概説する。

2.3　標準化と『企業の理論』
Veblen は，米国が平穏な農業社会から都市

化と工業化を進める只中に登場した。『企業の
理論』の訳者である小原は，あとがきで「1904
年には5,300あまりの個別工場の合併によって，
318の工業トラストが成立した。その反面には，
勤労者階級の貧困化が進行し，労働運動や社会
運動が高まっていた」と付記した。Veblen の
経済学が，時代の過渡期のもとで形成されたこ
とに留意したい。

Veblen の時代，産業社会は各々の仕事が緊
密に相互関係を持ち始めた。「たえず量的精密
性，正確性，均一性が要求され，原料の等級
や品質の規格化，道具や測定単位の徹底的な
標準化を導き出した 16）」として，「近代産業
は，その標準に合わないものは使わないし，使
うことも出来ない 17）」と論じた。『企業の理
論』の最終稿は，1904 年 2 月に完成した 18）。
Hemenway（1975）が記述したボルチモアの
大火が奇しくも同年の 2 月とは歴史的偶然であ

表 1　標準の目的と正負の効果

標準の目的 正の効果 負の効果
両立性，互換性 ネットワーク外部性 独占／セキュリティ
最低限の品質と能率 グレシャムの法則の修正；取引コストの低減 規制の虜；競合のコストアップ
多様化の削減 規模の経済 選択肢の削減
度量衡 売買の促進；取引コストの低減 規制の虜

出所：Swann（2000）p.8 から筆者作成。
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ろうか。消火栓と消火用ホースの規格が統一さ
れず，大災害を招いたこの事件は，橋本（2002）
にも詳しい。1904 年は，標準化の経済学にとっ
てまさしくエポックであった，と筆者は考え
る。

稲上（2013）は，Veblen を先駆的なフォー
ディズムの理論家といって差し支えないと断
じ，次のように述べた。「現代経済のもう一つ
の支柱である機械過程の精髄は規格化，標準化
にある。原材料といわず完成品といわず，生産
財といわず消費財といわず，財といわずサービ
スといわず，日常生活の隅々までが規格化さ
れ，標準化されていく。全体システムがひとつ
の機械過程として構成されていくのが現代社会
の大きな特徴のひとつである，とヴェブレンは
みていた 19）」

繰り返すが，Veblen は機械過程の時代の特
徴に，企業家の調整と標準化の二点を挙げた。
特に次の言説は重要である。明らかに彼は，標
準化を企業の大規模化を促進するものと捉えて
いた。「生産過程，生産物，労務および消費者
の標準化は，営利企業をいっそう大規模に再編
成するばあいの企業者の仕事をいちじるしく容
易にする。標準化は…大きな中央計理体制を発
生せしめ，それによって企業者の目的に役立
つ 20）」

以上は，Veblen が標準化に基礎を置く機械
過程を企業，労働者並びに消費者の思考習慣に
まで広範に影響を与える，稲上（2013）が論じ
たように，いわば全体的なシステムとして観た
ことを含意する。本著の後半部で論じる機械過
程の文化的意義では，機械過程が産業の能率を
上げる反面，いかに非人間的で物質的であるか
を指摘する。「機械というものは，ものごとを
平準化するもの，卑俗化するものであり，その
目標は，人間の交誼や理想の中の尊敬すべきも
の，高貴なもの，品格高きものをすべて絶滅さ
せることである 21）」と標準化の負の側面を鋭
く強調した。

機械過程という近代的な標準化が，伝統的な

家族制度や宗教といった因習的標準を分解し，
金銭的職業に従事する人，即ち企業者階級と機
械制産業に従事する階級の生活習慣に「はっき
りとした，そしてますます拡大しつつある差
異 22）」を Veblen は観た。しかし，より一層に
重要なことは，全体システムの調整が営利企業
の営利原則に基づいて行われる点である。

彼にとっての中心的問題は，産業の効率を導
く機械過程の新しい規律と，一方で古い歴史を
持つ所有権の制度に支えられた営利原則がはた
して両立しえるか，であった。「企業者は，新
しい企業結合によって生産の経済を実現し，ま
た産業能率を増進する機会を見出すだけでは十
分ではない…究極の目標は，産業的な効果性で
はなく所有権の増大である 23）」

標準化の進展にも関わらず，利潤を追求す
る営利原則によって浪費や無駄が蔓延する契
機が常に存在することに Veblen は敏感であっ
た。1870 年代以降，米国は短期の好況期を除
けば，慢性的不況を経験した。機械制産業の効
率化が進むにつれ，相対的な過剰生産によって
利潤が低下した。「不況は，完全な機械体制の
もとにおける産業状況にとって，正常なもので
ある24）」と論じ，長期的不況を脱する策として，
戦争や植民地支配といった「財貨の不生産的
な消費の増大」か「競争の排除」を挙げた 25）。
換言すれば，自由な競争市場では，先の問いは

「両立しえない」が Veblen の下した結論であ
る。

故に，Veblen の優れた洞察の一つに，営利
原則が軍国主義と親和的と捉えた点を挙げた
い。標準化の経済学が，Regulatory Capture（規
制の虜）を警戒する思想的伝統は，Veblen に
よるのではないか。「現代の政治は企業の政治
である 26）」，「企業の利害は，積極的な国家政
策を促進する。そして企業者がそれを指導す
る。そのような政策は愛国主義的であると同時
に好戦的である 27）」これらの言説は，図らず
も 10 年後の第一次世界大戦を予告するもので
あった。
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3．Langlois の理論展開

3.1　「消えゆく手」仮説の原点
Langlois（2003）の「消えゆく手」仮説を巡

る議論は，自ずとアダム・スミスの「見えざる
手」と Chandler（1977）の「見える手」との
関係に焦点が当たる。また，仮説の主人公とな
る「商人」は，イノベーションの担い手として
知られるシュンペーター流の「企業家 28）」を
想起させる。しかし，Langlois の着想の原点，
より正確にいえば，批判の原点に着眼すれば，
本文にも参考文献にも記載されない Veblen

（1904）の『企業の理論』に遡る必要があるの
ではないか，と筆者は考える。

Veblen は，企業者による調整は，「機械制産
業の範囲と徹底の程度が進むに応じて，はじめ
て緊急となった 29）」と表現した。企業者の調
整は，標準化とともに，彼が挙げた機械過程の
もう一つの特徴である。「消えゆく手」仮説の
縦軸は，不確実性を緩衝する「緊急性」であり，

「見えざる手」から「見える手」に移行する出
発点が 1880 年である。まさしく Veblen の時
代に相当する。

筆者は，本稿にて Langlois が Veblen の思想
体系を鋭く意識している点に注意を促したい。
彼は，Veblen（1921）から始まり，Lazonick

（1991）に繋がる思想的潮流を時代遅れと見な
し，とりわけ Galbraith（1967）の「技術変化
が複雑性・規模の増大をもたらす…複雑性・規
模の増大は計画化を必要とする 30）」を批判し
た。付言すれば，先行した Langlois=Robertson

（1995）の『企業制度の理論』の結論部では，
彼等自身の立場を「Chandler と Lazonick とい
う 2 人の現代的な論者達の立場との比較を試み
ることである 31）」と述べている。

後に Langlois（2007）は，第一章の冒頭で
Berle and Means（1932）に言及し，脚注で
Veblen（1921）に触れている。中山（1974）が，
Veblen の多面的評価を整理する中で，制度派
経営学者の解釈として「株式会社における所有

と経営の分離および経営者支配の思想の萌芽…
経営者革命論の先駆者 32）」を挙げる。筆者が
Langlois との対比で Veblen まで遡ることは，
議論の大きな飛躍ではないことをここで強調す
る。

3.2　『企業制度の理論』の概要
本項は，「消えゆく手」仮説の理論的基礎を

成す Langlois=Robertson（1995）の『企業制
度の理論』を先に概説する。本著の理論的特徴
は，「企業は何故存在するのか」との命題を提
起した Coase（1937）に端を発し，Williamson

（1975）に受け継がれた新制度派経済学と称さ
れる伝統的枠組みの発展にある。企業を「資源
の集合」と捉えた Penrose（1959），並びに企
業が保有するスキル，経験，知識を示す「ケ
イパビリティ」の概念を用いた Richardson

（1972）の知的貢献，さらには進化経済学に依
拠する 33）。

基本的なフレームワークを図 1 に示す。企業
は，変化する二つの特徴的な要素によって構成
される。一つは，模倣不可能であり，複製，購
買，販売の対象となり得ない特異なケイパビリ
ティを指す「本質的コア」である。もう一つ
は，市場での売買が可能な「補助的ケイパビリ
ティ」である。企業は，他企業と取引関係を構
築する必要があり，他企業の補助的ケイパビリ

出所：Langlois and Robertson（1995）p.32.

図1　企業のアクティビティとコスト・プレミアム
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ティに依存する。
企業のケイパビリティ論は，古典的な取引費

用経済学とは異なる企業観を有し，補助的ケイ
パビリティをどの程度自社で保有し，あるいは
他企業との契約をつうじて外部から購買するか
といった選択にかかわる相対費用によって境界
が決定する。横軸は生産の活動を示し，縦軸の
コスト・プレミアム（⊿C）は，企業が特定の
アクティビティを統合する際に生じる費用から
市場取引費用を引いた相対的費用を指す。本質
的コアは範囲 0A* で示される。負の値の範囲

（0B*）までは組織内で統合（他企業が有する
補助的ケイパビリティの獲得を含む）を図るこ
とが有利となり，B* が企業と市場の境界を示
す。

彼等は，時間の経過と学習が進むにつれて二
つの相反する効果が生じる 34），と論じた。一
つは，企業のルーティンの調整が十分進むに連
れ，経営能力を高め，⊿C を下方にする，即ち
0B* の範囲を拡大する効果である。以上は，企
業の大規模化を意味する。他方で，他企業も

「ケイパビリティ」を獲得していくため，⊿C
は上方にシフトし，0B* の範囲を縮小する効果
をもたらす，とした。企業で開発された技術が，
他企業へ普及，模倣の対象となるためである。

本著は，「動学的取引費用 35）」という新たな
概念が導入される。それは，外部サプライヤー
に対して説得，交渉，コーディネーション，教
示を行う費用，と定義される。これらの費用が
かかるために，古典的な前提の完全な特化と垂
直分解，即ち 0A* の範囲も縮小して 0 にはな
らない，と解釈する 36）。

以上は，後の「消えゆく手」仮説に繋がる
市場観を説明する。その要諦は，動学的取引
費用が低下するという前提である。その背景
に，標準化の進展を捉えたところが彼等の慧
眼であった。前節で取り挙げた Swann（2000）
が，標準化の経済学文献に引用したように，既
に 1992 年の論文で彼等はモジュール型システ
ムに言及し，パーソナル・コンピュータを事例

に，分権化とインターフェースの標準化に言及
している。

ここで半導体産業を一例に補足すれば，国
際標準規格を定める代表的国際機関に「国際
半導体技術ロードマップ」を作成する委員会，
ITRS（International Technology Roadmap for 
Semiconductors）がある。日本からは電子情
報技術産業協会（JEITA）が参画する。特定
企業の営利を目的としない ITRS は，毎年ロー
ドマップを更新して公開する。今日まで研究開
発の方向，技術的課題を示すとともに，技術的
ペースメーカーの役割を果たしてきた。ITRS
が押し進める標準化 37）が，動学的取引費用を
低減する効果があることは，多くの説明を必要
としない。

3.3　標準化と「消えゆく手」仮説
「消えゆく手」仮説は，図 2 に可視的に要約

される。Langlois（2003）は，論文の結論部 38）

で時間を通じて二つの出来事が生じた，と説明
する。

一つは，図の横軸となる「市場の厚み」が増
したということ。この変数は，人口，所得，技
術的，政治的な貿易障壁の高さといった外生的
要素に決定される。もう一つは，緩衝の緊急度
が低下したこと。その理由は二点あり，一つが
技術変化によって生産の最小効率規模が減少し

出所：Langlois（2003）p.379 から筆者作成。

図 2　「消えゆく手」仮説
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たこと。もう一つが，コーディネーション技術
の改善によって緩衝費用が低下したことが挙げ
られた。ここでの技術は，標準化によって生み
出されたモジュール型システムと解釈できる。
以下，原文のまま引用する。
「モジュール型システムは，古典的な大量生

産の特徴である高スループット型技術と同じ
く，標準化を必要とし，標準化によって生み出
されるものである。だが，製品・プロセス自体
を標準化する古典的な大量生産技術とは違い，
より抽象度の高いもの－ゲームのルール，もし
くは Baldwin and Clark（2000）が可視的なデ
ザイン・ルールと呼ぶもの－を標準化してい
る。参加主体は，こうしたルールに忠実にした
がう限り，自分が担う諸活動の詳細をいちいち
伝達しあう必要はなく，その詳細については隠
れたデザイン・パラメータとなる。モジュール
化は，標準化を一段と抽象的なレベルに昇華さ
せることによって，不確実性を緩衝する際の経
営・統合の必要性を減らす 39）」

これらの言説は，まさしく「動学的取引費用」
の低下を含意し，現在のオープンイノベーショ
ンのコンテクストに相通ずるといえる。図の縦
軸は，不確実性を緩衝する緊急性，必要性の程
度を示し，時間とともに低下する。右肩上がり
の直線が市場と企業の境界を示し，上方の領域
では統合，経営を通じた不確実性の緩衝，下方
の領域では市場を通じた緩衝（例えばアウト
ソーシング）が選好されると解釈する。

以上から筆者は，標準化が Langlois の仮説
の鍵概念である，と考える。「消えゆく手」は，
技術変化に加え，市場の範囲の変化－人口・所
得の増大，市場のグローバル化－の二つの変化
によってもたらされる。標準化と「市場の厚み」
の関係性から放物線が描かれる。

Langlois（2003）は，米国の新しい産業組織
のモデルを論じた Sturgeon（2002），「フォー
ディズム」の崩壊に言及した Feenstra（1998），
カナダの統計データから特化の進展を説明した
Baldwin, Beckstead, and Caves（2002）らの先

行研究に加え，自身が研究を積み重ねた半導体
産業のファブレス企業，ファウンドリー企業
の出現，製薬産業等々を論拠とした。これら新
しい企業の勃興は，南北戦争後の米国黎明期の

「ゼネラリスト型商人 40）」を想起させるとして，
「見える手」から「見えざる手」への回帰，即
ちアダム・スミス的な分業のプロセスが持続し
ていることを示し，その中継点にチャンドラー
の経営者革命を据えた点が本仮説の特徴であ
る。

3.4　「消えゆく手」仮説に対する反応
Langlois（2003）に対して，これまで多くの

議論がなされた。わが国では，中馬（2004），
木原（2005），谷口（2006）らが「消えゆく
手」仮説の理論的価値を積極的に評価する一方
で，渡部（2007）は，その歴史法則主義的な性
格に疑義を呈した。外国の批判者の初期の論
点は，渡部（2007）が，Lamoreaux, N.=Raff, 
D.=Termin, P.（2003），Sabel, C.=Zeitlin, 
J.（2004）らを整理している。

加えて，序論に挙げた Dosi ら（2008）の実
証的研究による反駁があり，Lazonick（2008）
は彼等を援護した。昨今は，澤田（2012a, b）
が，チャンドラー型中核企業の役割の変遷とと
もに，Langlois に対して批判的考察を加えてい
る。

以上の先行研究は，いずれも Veblen の『企
業の理論』に言及することはなかったが，批判
の一例に，澤田（2012a）を引用する。彼は，

「消えゆく手」仮説の問題を以下の通り指摘し
た 41）。
1） 競争優位を決定する中核的能力に関わる活

動は外部化できない
2） モジュラー・システムは，一部の産業分野

の主要な形態であり，普遍性が疑われる
3）経営史の最終局面であるかの印象
4）市場の調整機能という根源的な問題

次に澤田（2012b）は，企業間関係に焦点を
あて「Langlois はモジュラー・システムにおい
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て標準化されたインターフェースを通じて企
業内部能力に限定されずに市場から最良のモ
ジュールを調達することが出来ると論じている
が… Langlois の緒論は企業間の動態的な組織
学習を考慮に入れていない 42）」と批判した。

Langlois（2003）の言説には，誤解されやす
い箇所が度々垣間見られる。「チャンドラー的
な株式会社が純粋なモジュール型システムと
匿名の市場に移行するとは断言しない」と前
置した上で，「支配的傾向として，経営の緩衝
機能がモジュール型メカニズムと市場に託され
る 43）」と論じた。また，今後取り組むべき研
究課題 44）に，コーディネーション技術，取引
費用，産業構造の関係を挙げている。モデル
の完成度を鑑みれば，「消えゆく手」仮説は，
Langlois の問題提起として捉えるべきかもしれ
ない。

筆者は，彼が反トラスト 45）に言及した箇所
を指摘したい。「議論の価値がないほどに古く
さい 46）」とは，誇張ではないか。市場と企業
の境界問題を扱う上で，企業間結合に関わる法
制度は無視できず，引き続き重要なテーマであ
ろう。大規模企業の支配を危惧した Veblen と
のコントラストを次節に描く。

4．Veblenと Langlois のコントラスト

本節は，Veblen と Langlois の共通項を論考
した後にコントラストを素描する。およそ 1 世
紀を隔てた米国の経済学者は，標準化と「企業
の理論」を論じながらも，導き出した主張は，
一見すると対照的である。両者の見解の相違に
関しては，次節の検証を踏まえて，改めて考察
を加える。

Veblen の思想体系は，佐々木（1998）の言
葉を借りれば，「古典学派，歴史学派，新古典
派およびマルクスの経済学に対して鋭い批判の
矛先を向けている 47）」とあり，その独創性は，
現在も論争の的である。本研究が射程した『企
業の理論』は，全体系の一部に過ぎないが，企
業を研究対象とした Veblen と Langlois は，あ

る観点で共通の視座を有している，と筆者は考
える。

先ず両者は，企業を「ブラックボックス」と
して単純化する学派に対して批判的である。今
日では広範に使用される「新古典派経済学」と
いう表現は，宇沢（2000b）によれば「ヴェブ
レンが最初であった 48）」。Veblen の『企業の理
論』は，当時の経済学批判から始まり，企業の
研究の重要性が主張されている。

さらに宇沢（2015）は，Veblen は「リベラ
リズムの思想を経済学の体系として定式化した
…ヴェブレンがリベラリズムというとき，それ
は，人間の尊厳と自由を守るという視点にたっ
て，経済制度に関する進化論的分析を展開する
ことを意味していた。…ヴェブレンに始まる制
度学派の経済学は，現在では，進化論的経済学
とよばれている 49）」と述べた。

他方，Langlois の『企業制度の理論』と「消
えゆく手」仮説もまさしく企業に関する研究で
あり，とりわけ時間の経過に伴う変化が重視さ
れた。「動学的取引費用」が提唱されたことか
ら鑑みて，動学的体系は，Veblen と類似する。
続いて，両者が標準化という制度形成過程をど
のように捉えていたかを考察する。

Veblen は，「18 世紀の標準化が，その後の
時代の支配的な経済制度として続いている 50）」
と論じながらも，18 世紀の標準化は，「物質的
因果の基準よりも製作者的効率の基準に還元す
べきものである」として，18 世紀の手工業体
制と 19 世紀末の機械過程との差異を強調した。

先の著書で Veblen（1899）は，「制度とは，
個人と社会の特定の関係，特定の機能にかん
する支配的な思考習慣である…淘汰的，強制
的過程を通じて明日の制度を作り出す 51）」と
断じた。制度は，支配的ではあるが，変化す
るものと捉えたその視座は，知られるように，
Veblen がダーウィンの進化論を援用したとさ
れる所以である。進化は，終わりなき過程を含
意する。

Langlois（2003）も現代の標準化を前時代の
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ものと峻別した。前述した通り，「製品・プロ
セス自体を標準化する古典的な大量生産技術と
は違い，より抽象度の高いもの」と表現した。
また，Langlois（2007）は，市場支援型制度（例
えば，フォーマルな標準）が「不適切なものに
なれば，チャンドラー的革命が再び生じるこ
とになるかもしれない。規模は小さいものの，
チャンドラー的革命はたえまなく生じていると
いってもよい 52）」と論じている。

以上をもとに，Veblen と Langlois のコント
ラストを表 2 に示す。両者が標準化，さらにそ
の変容を認識した点は重要である。次の時代の
技術変化に関する論述が不十分と指摘できる
も，二人の「企業の理論」を，非決定論として
柔軟に理解することが建設的であろう。

後に Langlois（2008）は，Dosi ら（2008）へ
の返答で「消えゆく手」仮説の誤解と混乱の
原因を説明する。「ICT 技術が特化と小規模化
をもたらすとは，New Economy の俗受けする
ロマンチシズムであり，私のストーリーではな
い 53）」と述べた。仮説は，技術変化のみならず，

「市場の厚み」の変数とした人口，所得，市場

のグローバル化を背景にする点が再び強調され
た。これらの変数は，可変である。市場を支援
する制度もまた不適切になる可能性に注意を払
いたい。

5．米国企業のダイナミクス

5.1　Methodology
本研究は，米国勢調査局（Bureau of the 

Census）が公開する Business Dynamics Sta-
tistics（BDS） の Longitudinal Business Data-
base（LBD）54）に基づく。トレースが可能な
範囲は，丁度 Chandler（1977）の「見える手」
から Langlois（2003）の「消えゆく手」を経て，
直近が 2012 年までとなる。

先ず，BDS の対象と対象外を確認する。表 3
の下段にあるように，一人企業，家庭内サービ
ス従事者，鉄道従事者，農業生産従業者，政府
関係者，大型船舶従業者，及び外国で働く者が
除外される。特に一人企業が考慮されない問題
は，本研究の限界の一つである 55）。

さらに，大規模企業の動向を分析する際に，
オフショアリングによって外国で働く従業者

表 2　Veblen と Langlois のコントラスト

Thorstein Bunde Veblen
（1857-1929）

Richard Normand Langlois 
（1952-）

本研究の射程 The Theory of Business Enterprise （1904） “The Vanishing Hand: the Changing Dynamics 
of Industrial Capitalism” （2003）

共通項

（1）米国の経済学者
（2）新古典派経済学に対する批判的視座：「企業とは何か」を追究
（3）進化論的，動学的体系：時間の経過に伴う変化を重視する
（4）「企業の理論」において，標準化が重要な意味を持つ

時代背景
欧米列強各国の標準化推進機関の設立
トラスト全盛，労働運動・社会運動
US スチール社設立（1901），日露戦争（1904）

人口／所得の増大，世界市場の統合
IT バブルと崩壊，ICT 社会の進展
ファブレス企業の勃興，アジア諸国の台頭

標準化とは何か
機械過程の一般的特徴
支配的な経済制度

オープン・モジュール型システムの原動力
標準は市場支援型制度である

標準化の効果
組織内調整コストの節約
⇒ 営利企業の大規模化
⇒ 軍国主義の助長，因習的標準の破壊

動学的取引費用の節約
⇒ 企業の垂直分解，特化の進展（分権化）
⇒ 新しい企業の勃興

企業家観 産業の将帥（金融の将帥） ゼネラリスト型商人
企業の戦略 企業間結合による生産費の節約と独占化 アウトソーシング（市場の活用）

出所：筆者作成（2015）。
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が除外される点も問題といえる。BDS の定義
によれば，「企業」とは，米国内に一つ以上の
事業所を有する組織を意味し，「従業員」とは，
給与が支払われる社員，パートタイマー，経営
幹部，病欠，有給休暇中の社員も含む広い対象
を指すが，経営者は含まれない。

本稿では，新興企業をスタートアップ企業
として，「企業の年齢」で Age0 を採用した。
BDS が規定する Age0 は，新しく設立された
事業所が雇用を創出した年を起点とする。ま
た，企業の規模を表す「従業員数」は，当年
と前年の平均値が取られる。Moscarini=Vinay

（2012）によれば，BDS は，米国の民間雇用の
およそ 98％をカバーする。集計が開始された
1977 年と 1978 年のデータは，エラーの疑いが
あるため，彼等は 1979 年以降のデータを採用
した 56）が，本稿は厳密な統計分析を目的とし
ないため，一部はそのまま使用する。

2009 年に関しては，一点ほど筆者にて修
正を加えた。従業員数 1 万人以上の企業数が
2008 年の 1,449 社から 2009 年では 1,977 社へ
と大幅に増加し，2010 年には 1,185 社への減
少している。しかし，従業員数を確認すると，

2008 年から 2009 年にかけて 144 万人が減少し
た。1 万人を超える規模の企業数の増加と従業
員総数の減少は，理屈上は整合しない。そこで
従業員総数を真値として，簡易的に 144 社が
減少，即ち 2009 年は 1,305 社，とした。但し，
この修正に伴う企業総数に対する変化は小さい
ため，全企業数の変更は行わない。

5.2　時系列データの確認
米国企業の全体像を図 3 に概観する。従業員

数（左軸），企業数（右軸）ともに増加傾向か
ら鈍化しつつある。次に，スタートアップ企業

（0 歳企業）の変遷を確認する。図 4 に示すス
タートアップ企業数（左軸）は，21 世紀初頭
に上昇し，2006 年を境に傾向が反転する。全
企業数に占めるスタートアップ企業の割合（右
軸）は，徐々に低下を示している。

2012 年の BDS 概況報告では，既に同様の指
摘がある。「若い企業はどこへ行った？57）」と
のタイトルで景気後退を理由としながらも，詳
しい分析は，今後の課題とされる。本研究は，
さらに子細にデータを整理するものである。

はじめに，スタートアップ企業数と企業総数

表 3　BDSの定義
BDS Industrial Scope and Coverage

Sectors Covered（SIC-Based）

 7 AGR（Agricultural Services, Forestry, and Fishing）
10 MIN（Mining）
15 CON（Construction）
20 MAN（Manufacturing）
40 TCU（Transportation and Public Utilities）
50 WHO（Wholesale Trade）
52 RET（Retail Trade）
60 FIRE（Finance, Insurance, and Real Estate）
70 SRV（Services）

Excluded Employee Types

Self‒employed
Domestic service workers
Railroad employees
Agricultural production workers
Most government employees
Employees on ocean‒borne vessels
Employees in foreign countries

出所：Bureau of the Census（BDS）．
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の関係を図 5 に示す。スタートアップ企業は，
平均で年間約 50 万社が誕生している。対して，
既存企業の減少は，年度毎にばらつきが見ら
れ，概ね 35 万社から 50 万社の間にある。これ
らの差分が企業数の増減を説明する。過去数十
年間，スタートアップ企業数は，既存企業の減
少分をほぼ上回り，企業総数の増加に貢献して
きたが，近年は逆転現象が見られる。

次に，セクター毎の割合の変化を確認し，
図 6 に示す。セクターは，表 3 で示した SIC

（Standard Industrial Classification）コードで
分類される。ここで BDS の分類上の問題を指
摘しておく。半導体産業で工場を所有しない

ファブレス企業は，上記の製造業（MAN），
サービス業（SRV），卸売業（WHO）のいず
れかに分類されるが，特定はできない。ファブ
レス企業の総数を産出し，時系列の変化を確認
する作業は，無理がある。本問題は，Langlois

（2003）が事例の列挙に留め，定量的分析に至
らなかった理由の一つであろう。

BDS は，概観に適すものの，特定産業を
厳密に分析するには不向きな場合がある。し
かし，スタートアップ企業の全体傾向として
は，サービス業（SRV）の割合は増加，建設業

（CON）と製造業（MAN）は減少，と解釈し
て大きな問題はなさそうである。

出所：Bureau of the Census（BDS）を基に筆者作成。

図 3　従業員数，企業数の推移

出所：Bureau of the Census（BDS）を基に筆者作成。

図 5　スタートアップ企業の貢献

出所：Bureau of the Census（BDS）を基に筆者作成。

図 4　スタートアップ企業数と％の推移

出所：Bureau of the Census（BDS）を基に筆者作成。

図 6　セクター毎スタートアップの推移
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続いて，大規模企業の変遷を確認する。図 7
は，恣意的に 5,000 人以上の従業員を有する企
業の企業数と従業員数の推移を説明する。21
世紀に入るまでは，明らかに増加傾向であっ
た。しかし，以降は一方向の傾向を示していな
い。

Langlois（2003）の「消えゆく手」仮説は，「見
える手」を一時的なエピソードとして，「見え
ざる手」への回帰を訴求する点に，その特徴が
ある。1990年が「消えゆく手」の出発点である。
ここで主要データを抽出して，表 4 に一旦整理
する。

次に，図 8 にて規模別の従業員数％の推移を
示す。本図は，企業規模毎，a）～ l）に属す

るそれぞれの従業員数を従業員総数で除した割
合の推移を説明する。なお，表 4 の大規模企業
の「従業員％」は，従業員 5,000 人以上とした。
これは図 8 の k）と l）の合計である。各カテ
ゴリーの割合にほとんど変化が見られない。従
業員 1 万人以上のカテゴリー，l）に属する従
業員の割合は，概ね 25％前後で推移し，米国
の従業員の四人に一人が l）に属することを意
味する。他は 5％から 10％の間で横ばい状態が
続いている。

続いて表 5 は，セクター毎の従業員数％の推
移である。「5,000 人以上」のカテゴリーと「50
人未満」のカテゴリーに分けた場合に，各セク
ター内の従業員がどのカテゴリーに属してい
るかの割合を説明する。欠損値がある年は除
いた。ここで製造業（MAN）に着目すると，

「5,000 人以上」の割合は，徐々に低下し，反対
に「50 人未満」の割合は増加している。

製造業（MAN）に関しては，Langlois の観
察とある程度は，整合的であろう。生産を BDS
が集計した MAN に限定すれば，生産の最小効
率規模が減少したことを示唆する。他方，他の
セクターの傾向は異なる。「50 人未満」のカテ
ゴリーは，低下した。「5,000 人以上」のカテゴ
リーは，サービス業（SRV），小売業（RET），
金融・不動産業（FIRE）で増加傾向にある。
各セクターを合算した米国企業全体（ALL）

出所：Bureau of the Census（BDS）を基に筆者作成。

図 7　大規模企業数，従業員数の推移

表 4　米国企業のダイナミクス

「見える手」 「消えゆく手」 現在

1977 年 1990 年 2003 年 2012 年

企業数（千社） 3,432 4,317 5,010 5,043 

従業員数（百万人） 66 93 113 115 

0 歳企業数（千社） 565 481 507 410 

0 歳企業数％ 17％ 11％ 10％ 8％

大規模企業数（従業員 5,000 人以上） 1,412 2,094 2,521 2,563

大規模企業　従業員数（百万人） 21 27 36 38

大規模企業　従業員％ 32％ 29％ 32％ 33％

出所：Bureau of the Census（BDS）を基に筆者作成。
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出所：Bureau of the Census（BDS）を基に筆者作成。

図 8　規模別従業員数％の推移

表 5　規模別従業員数％の推移（セクター毎）

Year 79 80 81 82 83 85 86 87 88 89 90 92 93 94 95 96 99 0 1 2 5 7 8 10 11 12
5,000 人以上

ALL 31 31 32 32 31 29 29 29 29 29 29 29 29 29 29 30 32 32 33 32 31 32 32 33 33 33

AGR 5 4 4 4 3 4 4 4 5 4 4 4 6 5 4 6 7 6 8 6 9 6 7 7 7 7
MIN 47 48 46 44 45 41 41 43 41 41 39 39 36 36 35 34 36 35 33 30 26 24 25 27 27 25
CON 6 7 7 8 6 5 5 4 5 4 5 6 5 5 4 4 4 5 6 6 5 5 5 6 6 7
MAN 49 50 50 48 47 45 45 44 42 41 41 41 40 39 38 38 39 39 39 39 36 35 34 34 33 33
TCU 50 51 53 53 52 50 49 49 50 50 50 49 49 48 48 48 51 53 53 54 51 51 52 51 51 51
WHO 22 23 23 23 22 21 21 20 20 20 20 19 19 19 18 19 23 24 25 25 24 24 24 26 26 26
RET 30 32 32 32 32 32 32 33 33 35 35 36 37 37 38 38 40 41 41 41 42 43 43 43 43 43
FIRE 29 30 31 31 32 33 34 35 36 37 37 39 38 38 39 40 41 42 44 43 39 40 41 39 40 40
SRV 14 15 15 17 16 16 16 16 17 18 18 19 19 20 20 21 25 26 27 25 25 26 27 27 28 28

50 人未満
ALL 33 31 32 32 32 33 33 33 32 32 32 32 31 31 31 31 29 29 29 29 29 29 28 28 28 28

AGR 74 73 73 70 73 72 72 74 73 72 73 71 71 72 74 72 72 71 63 65 62 66 65 65 66 66
MIN 20 19 20 21 22 24 24 24 25 24 24 23 25 24 24 24 22 24 23 24 25 22 22 22 22 20
CON 64 61 61 60 64 64 64 64 64 64 64 66 67 67 67 66 62 59 58 58 57 54 53 56 56 56
MAN 13 13 13 14 14 15 15 15 15 15 15 15 16 16 16 16 15 15 15 16 16 16 16 17 17 17
TCU 21 20 19 19 20 21 22 22 21 21 20 20 21 21 21 20 19 18 18 18 18 18 17 18 18 18
WHO 45 44 44 44 45 44 44 44 43 43 42 42 42 42 41 41 37 37 36 36 35 34 33 33 33 33
RET 44 42 42 42 42 40 39 38 37 36 36 36 35 35 34 33 32 31 31 31 31 30 30 30 30 30
FIRE 29 28 27 27 27 27 27 26 26 26 26 25 26 26 26 26 25 25 24 24 26 25 24 25 24 24
SRV 38 37 38 37 37 37 37 36 36 35 35 34 33 33 33 32 30 30 30 30 30 30 29 29 28 28

出所：Bureau of the Census（BDS）を基に筆者作成。
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の傾向は，「5,000 人以上」のカテゴリーに従業
員総数の約 3 割が占め，傾向に大きな変化がな
い。「50 人未満」では，僅かに低下の傾向を示
している。

最後に，Langlois（2003）が「市場の厚み」
の変数の一つに挙げた「所得」の推移を確認
す る。BDS と 同 様 に Bureau of the Census
にアクセスして，Statistics of U.S. Business

（SUSB）58）から Payroll を集計する。1988 年か
ら 2012 年までがトレース可能である。加えて，
IMF（International Monetary Fund）が公開
する米国の消費者物価指数（平均）の推移との
比較を図 9 に示す。

本図の縦軸の単位は，1,000 米ドルである。
従業員一人当たりの税引き前の給与（Payroll）
を表す。TOTAL は，給与の合計を全従業員数
で除した平均値を意味する。消費者物価指数は，
IMF が公開するデータの内，「United States: 
Inflation, average consumer prices（Index）59）」
を採用し，インデックスは，1982 － 1984 ＝ 100
に設定される。この時，1988 年の消費者物価
指数は，118.275 である。所得変化との可視化
を目的に，同じ 1988 年の TOTAL の一人当た
りの所得の 21.2 に合わせ，以降の年は，比率
で変化させた。消費者物価指数のみ絶対値では
ない。

消費者物価指数の動向を鑑みても，所得の増
加を確認できる。ここでは 500 人以上（500 ＋）

を対象とした 60）。明白なことに，20 人未満
（＜ 20）の一人当たりの所得と 500 人以上では
差が徐々に拡がっていることが読み取れる。し
かし，本データは再配分前であり，税が考慮さ
れていないことから，本稿でこれ以上の踏み込
んだ考察はしない 61）。

5.3　考　察
本研究は，「見える手」以後の米国企業全体

の傾向を概観した。企業の「規模」を従業員数
から論じた点は，留意されたい。「規模」は，
アウトプットと付加価値から測定するなど，他
の方法も考えられる。特定の産業を対象とした
精緻な分析を目的とする場合は，他のデータ
セットとアプローチが望まれよう。

先ず，「消えゆく手」仮説の横軸とした「市
場の厚み」の考察から始める。その変数は，既
述の通り，人口・所得・貿易障壁であった。人
口を「従業員数」で代替すると，図 3 から増大
を確認できる。図9は，所得の増加を説明する。
貿易障壁は，一般論として低下傾向と考えて差
し支えないであろう。従って「市場の厚み」の
増加傾向は，妥当性がある。但し，市場と企業
の境界問題を論じる場合，「企業数」も「市場
の厚み」の変数に加えることが望ましい，と筆
者は考える。この点は，「消えゆく手」仮説の
理論的発展において，今後の課題と指摘する。

次に，「消えゆく手」仮説の縦軸，即ち「緩
衝の緊急性」の低下傾向を企業の「規模」の観
点から考察する。図7は，大規模企業の企業数，
従業員数の増加傾向を説明し，仮説を反証した
かに見える。しかし，表 5 の製造業の推移は，
生産の最小効率規模が減少すると観た Langlois
を肯定する。BDS の分類上の問題でファブレ
ス企業 62）が他のセクターに属するなど，解釈
は注意を要するが，製造業全体では，大規模化
に反して小規模化が進行している。

強調すべきは，図 8 で示した傾向にある。規
模別では，過去数十年間にわたり，各カテゴ
リーに属する従業員の割合が一定であった。従

出所： Bureau of the Census （SUSB），IMF World Eco-
nomic Outlook Database, April 2015を基に筆者作成。

図 9　従業員一人当たりの所得の推移
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業員が属するセクターに違いはあれ，属する企
業の規模に，著しい変化は見られず，米国企業
全体の傾向は，「消えゆく手」仮説と整合しな
い。

現在の「標準化の経済学」の文脈において，
標準化は，市場を活用する際の取引コストを節
約し，分権化を進めるだけではない。標準化は，
かつて Veblen が『企業の理論』で論じた企業
者の調整，現代の用語に換言すれば，ガバナン
スコストを節約し，規模の拡大をも促す，と解
釈する。Langlois=Robertson（1995）が「動学
的取引費用」を論じた際も，規模の拡大と縮小
の相反する効果が自覚された。費用の相対的高
低に応じて企業境界が決まるのであれば，状況
依存的である 63）。

以上から推論すれば，「消えゆく手」仮説は，
ある種の産業の分析，さらには分権化が進展す
る諸条件の考察に有益であろう。但し，全産業
に敷衍する一般化，及び理論的枠組みの精緻化
に向けては，再考の余地がある，と指摘する。
Langlois（2007）が論じたように，企業の大規
模化という現象は，今後も規模の小さいものに
留まるか。新しい企業の誕生が減少し始める不
安材料もあり，追加的検証が求められる。

Swann（2000）が標準化の負の効果に挙げた
企業の独占と「規制の虜」は，いまだに無視で
きない。今日の社会は，実に様々な制度が存在
する。亀川（2015）の次の言説は，優れて教訓
的である。「多様な管理技術や経営学，そして
ビジネススクールやコンサルティング会社の誕
生と発展は，株式会社の歴史である。それらは
企業組織の規模を拡大するための社会的な装置
になっている。この企業組織の拡大が取引コス
トによるものであれば，それは社会的富の増大
と結びついている。…特定の権力に依るもので
あれば，最適資源配分とはならない 64）」

後に Langlois（2009）は，企業境界の問題，
企業とは何か，というファンダメンタルな問題
は，
「多くの研究者が取り組んできたが，かなり

難しい問題であるために，避けて通るのが賢明
な選択なのかもしれない 65）」，最後に「企業を
定義する仕方は数多くありうるが，それは自分
の問題意識がどのようなものかによって左右さ
れる 66）」と語った。

煮詰めれば，論者によって問題意識が異な
る。Veblen は，大規模企業に支配される社会
を警告し，Langlois は，米国の伝統的な企業家
精神の啓蒙を目的としたのではないか。前者
は，古き良きアメリカ黎明期の因習的標準の崩
壊を危惧し，後者は黎明期の復古の可能性を観
た，と筆者は考える。強調点は，時代背景に左
右される問題であるかもしれない。

6．結　論

本研究は，企業の分権化を理想に掲げるあ
まり，企業の大規模化に無自覚な一面的議論
に対して問題を提起した。筆者は，Veblen の

『企業の理論』を「標準化の経済学」の源流と
捉えることで標準化の両義性を強調した。標
準化の負の効果を鋭敏に察知する知的伝統は，
Veblen に端を発している，と主張する。さら
に論を進めて，Veblen の『企業の理論』と
Langlois の「消えゆく手」仮説のコントラスト
を素描した。

二人の理論体系は，これまで様々に解釈がな
された。筆者は，標準化に着眼することで，企
業の動態と両理論に対して深い理解が得られ
る，と考えた。標準化と「企業の理論」を論じ
た各々の主張は異なる。しかし，その理論的背
景には動学的体系があり，標準化を前時代から
変化したものと捉えた共通の視座を指摘した。

Veblen は，標準化が企業の大規模化に繋が
ると洞察し，対照的に Langlois は，標準化に
よって分権化が進展し，企業の誕生を促すと観
た。前者は，標準化の負の効果を強調し，反対
に後者は，標準化の正の効果を強調したと，筆
者は解釈する。米国勢調査局が公開する 1977
年から 2012 年の米国企業全体のダイナミクス
は，両者を部分的に肯定した。
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Langlois が論じた「市場の厚み」が増してい
く中，製造業の小規模化が観察された。21 世
紀初頭は，スタートアップ企業数の増加も明白
であった。一方，全体の傾向を概観すれば，大
規模企業数は増加し，規模別の従業員数の割合
は，ほぼ一定であった。これらの傾向は，標準
化の大規模化と分権化の相反効果を示唆する，
と筆者は捉えた。本研究で扱った米国のデータ
に限れば，標準化がどちらかを一方的に進展さ
せたとは断定できない。従って，標準化の双方
向の作用を自覚し，標準化の多面的議論を求め
たい。

最後に，本研究の課題に言及する。本稿は，
Veblen の『企業の理論』を批判した先行研究
の吟味と全体系の考察に踏み込んでいない。ま
た，序論で挙げた半導体産業の新たな動きと連
動して技術変化の分析が必要であろう。各国が
企業間結合を了承するか否かも今後の注目すべ
き重要な点である。さらに改めて，他産業の最
新動向の確認，他国の調査が求められる。
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